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平成20年11月28日 

株式会社名古屋証券取引所 

自主規制グループ 

 

新 規 上 場 会 社 概 要 
 

会 社 名   ホ シ ザ キ 電 機 株 式 会 社  

（英訳名   HOSHIZAKI ELECTRIC CO.,LTD. ） 

 

代表者の役職氏名  代表取締役社長 坂本 精志 

本 店 所 在 地  〒470-1194 愛知県豊明市栄町南館３番の 16 TEL 0562-96-1112 

（最寄りの連絡場所）  同上 

Ｕ Ｒ Ｌ  http://www.hoshizaki.co.jp/ 

設 立 年 月 日  昭和２２年２月５日 

事 業 の 内 容  業務用厨房機器の研究開発及び製造販売 

業種別分類・コード  機械・６４６５（新証券コード(ISIN) JP3845770001） 

株 式 の 総 数  （平成20年６月30日現在） 

発行済株式総数  63,449,250株 

資 本 金  4,740,000千円 

（注）別に、上場時に7,900,000株の公募増資を予定しているが、資本組入額は未定である｡ 
 

上 場 有 価 証 券  （上場予定日  平成20年12月10日） 

銘   柄 種 類 上場株式数 単元株式数 

ホシザキ電機㈱ 株式 普通株式 
株 

71,349,250 
株 

100 

(注) 上場株式数は、公募7,900,000株を含む。また、新株予約権の権利行使による増加の可能性がある。 
 

公募・売出しの要領 

公募・売出しの別 株式数 申込期間 払込日 受渡日 備   考 

 

公  募 

 

売 出 し 

ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄに 

よる売出し(注)3. 

株 

7,900,000 

 

2,122,900 

上限 

1,500,000 

平 

20.12.２ 

～ 

20.12.５ 

平 

 
20.12.９ 

平 

 
20.12.10 

 

予定されている引受金融商品

取引業者及び引受株数は(注)

２．のとおりである。 

公開価格の決定方法 
(ブック・ビルディング方式) 

(1) 仮条件決定日 平20.11.20 
(2) 需要予測期間 平20.11.21～平20.11.28 
(3) 公開価格決定日 平20.12.１ 

(注)１．売出放出元 ㈲新星ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ500,000株、坂本精志200,000株、坂本くに200,000株、 
冨田祐子143,500株、真木芳子140,000株、冨田誠130,000株、稲森礼子120,000株、坂本春代100,000株、 
広江孝洋100,000株、真木實106,500株、郷田紀子83,400株、筒井京子80,000株、渡部博史60,000株、 
坂本暢子50,000株、坂本寿章50,000株、糸原隆史34,500株、糸原猪史夫20,000株、石田博美5,000株 

２．野村證券㈱ 8,519,700株、三菱ＵＦＪ証券㈱ 601,300株、大和証券ＳＭＢＣ㈱ 601,300株、 
東海東京証券㈱ 300,600株 

３．ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄによる売出しは公募の需要動向を勘案し、野村證券㈱が同社株主から借入れる予定の同社普通
株式について追加的に行うものである。また、上記売出しに関連して、同社は、野村證券㈱を割当先とし、
平成20年12月18日を払込期日とする同社普通株式1,500,000株の第三者割当増資の決議を行っている。 
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既 上 場 取 引 所   な し（東京証券取引所に同時上場予定） 

Ⅰ．会社の概要 

１．役員の状況 

(1)代表者の略歴 

役 職 名 
氏   名 

（生年月日） 
略     歴 

代表取締役

社   長 
坂本
さかもと

 精
せい

志
し

 

(昭和12年２月７日生) 

昭和34年３月 星崎電機㈱（現ホシザキ電機㈱）入社 

昭和35年２月 同社取締役 

昭和40年６月 同社専務取締役 

昭和62年４月 星崎工業㈱（現㈱ネスター）代表取締役社長 

昭和63年７月 星崎電機㈱（現ホシザキ電機㈱）取締役 

平成12年７月 同社取締役退任 

平成14年２月 同社取締役相談役 

平成14年11月 ㈱ネスター取締役会長 

平成17年１月 ホシザキ電機㈱代表取締役相談役 

坂本商事㈱代表取締役 

ホシザキ家電㈱代表取締役 

ホシザキ北海道㈱代表取締役 

ホシザキ東北㈱代表取締役 

ホシザキ北信越㈱代表取締役 

ホシザキ東海㈱代表取締役 

平成17年２月 ホシザキ電機㈱代表取締役社長（現任） 

HOSHIZAKI EUROPE LIMITED Managing Director 

HOSHIZAKI SINGAPORE PTE LTD 

Managing Director 

Hoshizaki Europe Holdings B.V. 

Managing Director 

星崎冷熱機械（上海）有限公司董事長 

平成18年１月 星崎電機（蘇州）有限公司董事長 

ホシザキ湘南㈱代表取締役  

                       

(2)その他の役員の役職・氏名 

（取 締 役）  成瀬 信隆、鈴木 幸彦、浦田 康博、本郷 正己、葵 誓、小川 惠士郎、 

  近藤 義明、渡部 晴夫、北垣戸 弘充、丸山 暁、高橋 勉 

（監 査 役）  柳沢 智彦、小野田 誓（社外）、南舘 欣也（社外） 

 

２．会社の沿革 

年 月 主    な    沿    革 

昭和22.２ 名古屋市瑞穂区桃園町17番地に会社設立（資本金180千円） 

23.４ 本社を名古屋市中区宮出町31番地に移転 

27.10 名古屋市昭和区天神町三丁目15番地に御器所工場を開設 

31.１ 現在の本社所在地に豊明工場（現 本社工場）を開設 

32.10 ジュース自動販売機の販売を開始 

38.11 本社を現在地である愛知県豊明市栄町南館３番の16へ移転 

40.１ 全自動製氷機の販売を開始 

41.12 東京都港区にホシザキ東京㈱を設立 
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43.７ 坂本商事㈱を設立し営業部門を委譲 

44.１ 名古屋市中村区にホシザキ東海㈱を設立 

44.３ 大阪市天王寺区（現本社 大阪市中央区）にホシザキ京阪㈱を設立 

福岡市博多区にホシザキ北九㈱を設立 

45.１ 島根県大原郡木次町（現 雲南市木次町）に島根工場（調理機器工場）を開設 

45.２ 生ビールディスペンサの販売を開始 

47.２ 業務用冷蔵庫の販売を開始 

49.４ 島根県大原郡木次町（現 雲南市木次町）に島根第２工場（プレハブ冷蔵庫工場）を開設 

仙台市春日町（現本社 仙台市青葉区）にホシザキ東北㈱を設立 

51.２ 東京都文京区にホシザキ関東㈱を設立 

51.12 香川県高松市にホシザキ四国㈱を設立 

島根県松江市（現本社 広島市中区）にホシザキ中国㈱を設立 

52.12 横浜市西区（現本社 横浜市南区）にホシザキ湘南㈱を設立 

石川県金沢市にホシザキ北信越㈱を設立 

53.３ 大阪市北区（現本社 大阪市淀川区）にホシザキ阪神㈱を設立 

53.12 札幌市中央区（現本社 札幌市白石区）にホシザキ北海道㈱を設立 

55.５ プレハブ冷凍冷蔵庫の仕入販売を開始 

56.12 米国カリフォルニア州（現本社 ジョージア州）にHOSHIZAKI AMERICA,INC.を設立 

57.２ プレハブ冷凍冷蔵庫の製造販売を開始 

57.12 埼玉県大宮市（現 さいたま市北区）にホシザキ北関東㈱を設立 

58.12 鹿児島県鹿児島市にホシザキ南九㈱を設立 

61.９ 島根県大原郡木次町（現 雲南市木次町）に島根本社工場（製氷機工場・食器洗浄機工場）

を開設 

61.10 HOSHIZAKI AMERICA, INC.が、米国ジョージア州に本社工場を開設 

62.２ 愛知県豊明市にホシザキ家電㈱を設立 

63.12 沖縄県那覇市にホシザキ沖縄㈱を設立 

平成元.12 ホシザキ電機㈱に社名変更 

４.９ オランダ アムステルダム市にHoshizaki Europe B.V.を設立 

６.１ イギリス シュロプシャー州にHOSHIZAKI EUROPE LIMITEDを設立 

６.８ 島根県大原郡木次町（現 雲南市木次町）に島根第３工場（ビール機器工場）を開設 

８.９ シンガポールに駐在員事務所を開設 

８.12 ホシザキ冷器㈱を吸収合併し、横田工場とする 

10.６ 中国 北京市に駐在員事務所を開設 

11.10 シンガポールの駐在員事務所を廃止し、HOSHIZAKI SINGAPORE PTE LTDを設立 

13.１ HOSHIZAKI AMERICA, INC.が、米国ジョージア州にグリフィン工場（冷蔵庫工場）を開設 

15.11 オランダ アムステルダム市にHoshizaki Europe Holdings B.V.を設立 

16.８ 中国 上海市に星崎冷熱機械（上海）有限公司を設立 

17.５ 大阪市東成区に㈱厨房ステーションを設立 

17.12 坂本商事㈱とホシザキ家電㈱を吸収合併 

18.１ 中国 江蘇省蘇州市に星崎電機（蘇州）有限公司を設立 

米国 ジョージア州にHOSHIZAKI USA HOLDINGS,INC.を設立 

18.２ 飲料ディスペンサメーカーであるLANCER CORPORATION（米国 テキサス州）を買収し完全子

会社化 

18.７ ㈱ネスター（愛知県大府市）を株式交換により完全子会社化 

18.12 サンセイ電機㈱（島根県雲南市木次町）を買収し完全子会社化 
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19.12 ㈱厨房ステーションを清算結了 

20.９ 業務用冷蔵庫メーカーであるGram Commercial A/S（デンマーク ヴォイエンス市）を買収

し子会社化 

 

 

 

３．最近の発行済株式総数及び資本金等の推移 

年月日 
発行済株式

総数残高 

資 本 金 

残  高 

資本準備 

金 残 高 

新  株 

発行数 

分割比率 

(割当比率) 

払 込 

金 額 

資 本 

組入額 
備  考 

平17.12.１ 

18.７.１ 

19.12.７ 

（予 定） 

  20.12.10 

株 

59,950,050 

61,449,250 

63,449,250 

 

71,349,250 

百万円 

3,500 

3,500 

4,740 

 

未 定 

百万円 

362 

1,330 

2,570 

 

未 定 

株 

1,344,800 

1,499,200 

2,000,000 

 

7,900,000 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

円 

－ 

－ 

1,240 

 

未 定 

円 

－ 

－ 

620 

 

未 定 

 

合併 

株式交換 

有償第三者割当 

 

公募 

(注) 発行可能株式総数 250,000,000株（平成20年６月30日現在） 

 

４．大株主の状況（平成20年６月30日現在） 

氏名又は名称 所有株式数 
発行済株式総数 

に占める割合 

 

坂 本 精 志 

㈶ ホ シ ザ キ グ リ ー ン 財 団 

坂 本 春 代 

坂 本 精 一 郎 

ホシザキグループ社員持株会 

真 木 薫 

真 木 豊 

稲 森 美 香 

稲 森 礼 次 郎 

冨 田 純 子 

株 

5,875,000 

5,800,000 

2,982,500 

2,502,040 

2,448,390 

1,757,000 

1,757,000 

1,722,500 

1,722,500 

1,712,500 

 

％ 

9.26 

9.14 

4.70 

3.94 

3.86 

2.77 

2.77 

2.71 

2.71 

2.70 

計 28,279,430 44.57 

 

５．株式事務の概要 

(1) 決 算 期  12月31日 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日  ３月中 

(3) 基 準 日  12月31日 

(4) 中 間 配 当 基 準 日  ６月30日 

(5) 株 主 名 簿 管 理 人  中央三井信託銀行㈱ 

 

６．その他 

(1) 所 属 市 場  未定 

(2) 事務幹事金融商品取引業者  野村證券㈱ 

(3) 監 査 人  監査法人トーマツ 
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Ⅱ．事業の概況 

１． 主要な設備等の状況 (平成20年６月30日現在) 

 本 社  愛知県豊明市 

 
工 場 

 本社工場（愛知県豊明市）、島根工場（島根県雲南市）、 

島根横田工場（島根県仁多郡奥出雲町） 

 研 究 所  中央研究所（愛知県豊明市） 

 事 業 所  営業本部（東京都港区）、大阪営業開発部（大阪市中央区） 

 国 内 子 会 社  ホシザキ北海道㈱ ホシザキ東北㈱ ホシザキ北関東㈱ 

   ホシザキ関東㈱ ホシザキ東京㈱ ホシザキ湘南㈱ 

   ホシザキ北信越㈱ ホシザキ東海㈱ ホシザキ京阪㈱ 

   ホシザキ阪神㈱ ホシザキ中国㈱ ホシザキ四国㈱ 

   ホシザキ北九㈱ ホシザキ南九㈱ ホシザキ沖縄㈱ 

   ㈱ネスター サンセイ電機㈱  

 在 外 子 会 社  HOSHIZAKI AMERICA,INC. LANCER CORPORATION 

   HOSHIZAKI EUROPE LIMITED Hoshizaki Europe B.V. 

   HOSHIZAKI SINGAPORE PTE LTD 星崎冷熱機械（上海）有限公司 

   星崎電機（蘇州）有限公司  

 

２．販売実績 

平成19年12月期 
区  分 

金 額（百万円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

製 氷 機 34,737 － 19.5 

業 務 用 冷 蔵 庫 34,323 － 19.2 

食 器 洗 浄 機 9,419 － 5.3 

デ ィ ス ペ ン サ 28,025 － 15.7 

他 社 仕 入 商 品 28,536 － 16.0 

保 守 ・ 修 理 29,780 － 16.7 

そ の 他 13,555 － 7.6 

合      計 178,379 － 100.0 

(注) 平18.12期は、決算期変更により平成18年７月１日から平成18年12月31日までの６ヶ月間であるため、 

   平19.12期において前年同期比較を行っていない。 

 

３．従 業 員 の 状 況  （平成20年９月30日現在） 

(1) 連結会社  9,917名（臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略） 

(2) 新規上場会社  1,301名（別に臨時従業員128名（最近1年間の平均人員）） 

 

４．最近の業績等の推移 

（連結） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額 

 

平16.11期 

平17.11期 

百万円 

142,398 

149,225 

百万円 

7,020 

10,310 

百万円 

7,443 

11,037 

百万円 

2,622 

5,648 

百万円 

63,135 

69,117 

百万円 

153,234 

161,864 
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平18.６期 

平18.12期 

平19.12期 

96,019 

86,793 

178,379 

6,145 

3,861 

9,770 

6,480 

4,586 

9,768 

3,141 

1,939 

3,546 

89,643 

93,036 

97,946 

171,836 

168,485 

174,275 

（予 想） 

平20.12期 
175,458 10,494 9,495 4,235 － － 

(注)１．予想数値は、同社の提出資料による（以下同じ）。 

    ２．平18.６期は、決算期変更により平成17年12月１日から平成18年６月30日までの７ヶ月間である（以下同じ）。 
    ３．平18.12期は、決算期変更により平成18年７月１日から平成18年12月31日までの６ヶ月間である（以下同じ）。 

（単体） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額 

 

平16.11期 

平17.11期 

平18.６期 

平18.12期 

平19.12期 

百万円 

50,441 

51,231 

34,106 

30,000 

58,015 

百万円 

4,332 

4,463 

2,971 

2,782 

3,897 

百万円 

4,536 

4,854 

3,521 

3,948 

5,753 

百万円 

2,784 

3,204 

1,629 

2,396 

3,707 

百万円 

51,809 

53,968 

64,551 

67,387 

72,848 

百万円 

71,555 

73,523 

89,071 

89,257 

92,796 

（予 想） 

平20.12期 
56,456 4,240 4,928 2,895 － － 

 

５．１株当たり数値 

当期純利益又は当期純損失 種類 

期別 期中平均株式数 潜在株式調整後 
純資産額 

配 当 金 

（中 間） 

 

連結 

円 

52.41 

円 

－ 

円 

1,495.30 

円 

12（－） 平18.６期 

単体 27.19 － 1,076.75  

連結 31.56 － 1,514.03 
平18.12期 

単体 39.00 － 1,096.63 
10（－） 

連結 57.57 － 1,543.70 
平19.12期 

単体 60.19 － 1,148.13 
20（－） 

連結 66.26 － － （予 想）

平20.12期 単体 45.30 － － 
20（－） 

(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数１株当たりの数値である。なお、予想数値は、公募株式数
7,900,000株を含めた予定期中平均株式数 63,924,113株（潜在株式は考慮しない）により算出し、オーバー
アロットメントによる売出しに関連する第三者割当増資分 1,500,000株は考慮していない。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数１株当たりの数値である。 
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平18.６期は潜在株式が存在しないため、平18.12期及び
平19.12期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．『新規上場会社概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、投資勧誘を目
的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループにおいて縦覧に
供しております。 

なお、内容等に関するお問い合わせは、 
株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ 上場監理担当 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 
mail－address （syoken＠nse.or.jp） 


